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１．研究の背景 

 

 ３次救急とは「複数の診療科にわたる特に高度な処

置が必要，または重篤な患者へ対応するもの」で，心

筋梗塞，脳卒中などがその例であるが，高齢者人口の

増加によりその要請が増加している．これは救急搬

送・救急医療体制の高度化の必要性の増大，救急搬送・

救急医療体制の地域格差の増大という状況を作り出し

ている．一方で救急医療は，医師・医療スタッフの絶

対数不足や救急医療情報システムのリアルタイム更新

の不備，高度救急医療機関の地域的偏在等といった課

題を抱えている． 

また最近では，地方の，救急医療施設から離れてい

る地域での救急要請には，ドクターカーで対応すると

いう動きもみられている．本来ドクターカーはとくに

重篤な患者を搬送する際に用いられて来たが，より早

く医師の処置を受けられることから，救急医療施設か

ら遠い地域の要請への対応にも利用しようというもの

である．そこで，ドクターカーや医師を配置する場所

も問題となっている．また，実際にドクターカー制度

を導入する事が，救急患者の救命率向上にどれだけ効

果を与えるのか，また導入すると仮定したシミュレー

ションを行い，検討を行うことは，各地域毎に行われ

る必要があるといえる． 

 

２．現在の救急搬送 

 

 救急要請があってから医師による救急処置が行われ

るまでには，以下のような段階が踏まれる．まず救急

要請があり，救急車両が現場にかけつける．現場では

応急処置と搬送先病院の手配が行われる．その後救急

病院へ搬送され，病院側の救急患者の受け入れ準備・

態勢が整って初めて医師による救急処置が行われるの

である．それぞれの段階で所要時間を少しでも短縮す

ることが，救命率の向上に繋がることは明確である． 
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図-１ 救急搬送フロー 

 

この時間を短縮する方法として，現場までのかけつ

けの段階では，情報を正確に早く伝達すること，救急

車両のかけつけ時間を短縮すること，(道路路面整備の

向上，道路ネットワークの多様化，信号操作によるロ

ス短縮，高規格道路の有効活用等)広域消防・救急シス

テムの最適化等が挙げられる．救急現場での作業にお

いては，応急手当の迅速化(救命士の技術向上，医療機

器の高度化等)や受け入れ先病院のスムーズな決定等

が挙げられる．また，救急病院への搬送に関しては，

先に同じく救急車両の搬送時間を短縮すること，救急

病院の最適な配置等が挙げられ，病院に搬送されてか

ら医師による救急処置が行われるまでの時間短縮には，

搬送中の救急車両と救急病院の情報伝達や医師のスム

ーズな受け入れ準備・態勢が重要である． 

 

３．研究の目的 

 

本研究では，広域消防・救急システムの最適化問題

に目を向ける．具体的には，新型ドクターカー制度を

図-2 の石川県能登地方で導入した場合，得られる効果
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と，それにかかる費用を算出する．また，新型ドクタ

ーカー制度を導入するにあたって，効果を発揮するた

めのキーとなるドッキングをするポイントが安全かつ

適切に確保できるのかどうかを検討し，提案すること

を目的とする． 

 

４．既存研究の整理 

 

 藤本らの研究 1)では，覚知から医療施設までの収容

所要時間と救命率の関係から，救急医療施設へのアク

セス性向上の便益を算出している．１）では，長崎救

急医療協議会が運営する救急事務引継書約４万件のデ

ータをもとに，6 疾患（脳内出血，くも膜下出血，急

性心筋梗塞，急性心不全，肺炎，CPA）ごとの覚知か

ら医療施設までの収容所要時間と救命率の関係の分析

を行っている．これによって得られた救命曲線から当

該地域における現道拡幅計画による収容所要時間短縮

を救命人数の増加として便益の算出を試みている． 

 

５．費用対効果の分析 

 

 石川県能登地方において新型ドクターカー制度を導

入した場合の，簡単な費用対効果の分析を行う．効果

を考える際，時間経過による生存率の変化が評価指標

として重要である．時間経過と死亡率の関係を表した

評価指標としてよく用いられるのがカーラーの救命曲

線である．この救命曲線は，日本で行われている応急

手当の講習会でよく用いられているものであり，フラ

ンスの救急専門医Ｍ.ＣＡＲＡが１９８１年に報告し

た「傷病してから応急手当てを施すまでの経過時間と

死亡率」を表したものである．これによると，心臓停

止までは３分，呼吸停止では１０分，多量出血では３

０分放置すると死亡率が約５０％に達するとされてい

る．  

 上記の，カーラーの救命曲線を用いて算出した救命

人数から，新型ドクターカー制度の導入効果の算定を

行う．新型ドクターカー制度導入による救命１人当た

りが生み出す利益を死亡一人当たりの逸失利益として

算出する．逸失利益の算定には，交通事故の裁判など

で用いられているライプニッツ式計算法を用いること

とする． 
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６．ドッキングポイントの算出 

 

石川県の能登地方を例として，ドクターカー制度を

導入したと仮定した場合，救急車とドクターカーがド

ッキングするための場所が確保できるかどうかを検討

する．能登地方の各集落毎の人口や，年齢別構成比か

ら，救急搬送対象となる傷病の発生数を予測し，ドッ

キングに使われる頻度の高そうなエリア・ポイントを

順にピックアップする．そして，そのエリアにドキン

グするのに適した場所があるかを検討する．また，全

国で初めて新型ドクターカー制度を導入した，岐阜県

の東濃二次医療圏に関しても同様の検討を行い，高速

道路の整備されていない石川県能登での結果と，整備

のある岐阜県東濃での結果を比較検討する． 

 

図-2 対象地域図 

 

７．おわりに 
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高山純一，金沢大学）による研究成果の一部である．
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